ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その３２
進化史(6)  米カトリック司教協議会1986年、『Economic Justice for All 』を発表
～～経済の民主化～～
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corporate経済からpartnership経済への転換の背中を押したのはカトリック教会だった。この様な話を今週はする。大筋を話すなら、この「経済大転換」は司教達の呼びかけ：
…米国の建国の父達は、政治において世界で始めて「民主化」を成し遂げた。しかし、経済においての「民主化」は、現在（1986年）に至っても成し遂げられていない。今こそ（1986年）米国は「経済の民主化」に着手しなければならない。…
...がキッカケだった。1986年、米国カトリック司教達が『Economic Justice for All』（万人に経済正義を）を発表し、「経済民主主義
あるいは経済民主化
」を呼びかけたことによって米国は、corporate経済からpartnership経済への「経済大転換」の実際の動きが加速されたのだった。
経済の「お荷物」だったpartnershipが、「推進エンジン」に変身を遂げていった、と先週話した。ホップ：At risk Law(1976)、ステップ：PAL rule(1986)、ジャンプ：check the box rule(1996)から構成される三段跳び大ジャンプのpartnership税制改革の話だ。
この三つの内前二つは準備というか助走であって、実際の「跳躍」は三段目で叶った。前二つでは、ようやっとtax shelterによるnet deficit（損失過剰）からの脱却に目処が立ったにすぎない。経済の「お荷物」であることに変わりはない。依然として「損益拮抗」であり、関西人なら「皮一枚で首が一応つながっとります。しんどいわー。」というところだ。
「エンジン点火」の後、轟音と共にロケットが空高く舞い上がっていくのは、先ず、1986年に米国カトリック司教達が『Economic Justice for All』を発表し経済民主化を呼びかけ、更に、民主党クリントン政権（1993-2001）が発足してからのことだ。アル・ゴアのGII計画（全世界インターネット普及計画）が、ビル・クリントンが持つPartnership論の専門知識によって大々的に推し進められる、所謂、「IT産業革命」が始まってからだ。シリコン・バレーが花開き、雨後のタケノコのように沢山のLLCがstart upする「黄金の90年代」に、実際の「跳躍」というか「経済大転換」は起きた。
カギとなるのは二つ。投資の税優遇と、無形財が持つprofits interestへの税優遇の二つ。どんなチャレンジへの資金提供にも自動的に「税優遇」を与えること、それと、お金は無いが意欲とアイデア・知恵を持つチャレンジャーが利益を得やすいようにする会計制度・税制度。この二つだ。

この二つが共に持つ特徴的なことは、それが「社会合意なき税金投入」である点だ。つまり、国家や大企業による「意志決定」ないし「合意」が無いにも関わらず、海のものとも山のものとも知れない草の根のチャレンジ事業に税金を投入することが出来る点だ。
つまり、一人一人誰もが何かに税金投入する「権利」を持つ。これが、最大の特徴だ。
そもそもdemocracy（民主主義）とは、demo（一般大衆一人一人）によって何かをcontrolするという意味だ。suffrage（参政権）---- これは一人一人誰もが政治に参加できる権利のことで、「選挙権」「被選挙権」などが含まれるが、これによって一般大衆が政治をcontrolするのが「政治の民主主義」だ。

これになぞらえて言えば、「経済の民主主義」にもeconomic suffrage（参経権）
とでも呼べる権利概念が今後整備されていくのだろうと齋藤は思う。そして、上で述べた、一人一人誰もが持つ「何かに税金投入する権利」、これは米国ではほぼ確立されたが、他の先進国やアジア・アフリカ新興国でも、この様な「税金投入権」が、「参経権」を構成する権利概念の一つとなっていくのではないかと齋藤は予想している。
更に「選挙権」「被選挙権」になぞらえて考えると、「税金投入権」だけでなく「税金被投入権」なんてのもあるかも知れない。つまり、誰もが何かの新規新奇事業を始めて、そこに税金を投入してもらう権利のことだ。
…おっと、ちょっと議論が先走った。本題に戻ろう。
さて今週は、この様な「経済大転換」を米国にもたらす促進剤となった『Economic Justice for All』を紹介する。特にその核心部分、Economic Justice実現の具体策を述べた第四章「アメリカの新実験：公共善のためのpartnership」の最初の四つの段落を紹介する。読者には是非英文を堪能して頂きたいが、以下に私の和訳を披露する：

『万人に経済正義を　Economic Justice for All』 原著は1986年刊
　　　　第4章　アメリカの新実験：公共善（Public good)のためのPartnership
295　二百年以上にわたって米国は民主主義実現に向けて大胆な実験に取り組んできました。米国の建国の父達は、正義を確立しwelfare（豊かさ）全般を増進し、自分達自身とその子孫のために自由の恵みを確保することに着手しました。今日、この国に住む人々は、この偉大な事業の恩恵に浴しているのです。しかしながら、今日の経済生活における喫緊の課題に目を向けてみれば、この大事業がまだ完了していないことは明らかです。「Justice for All（万人に正義を）」は、まだ道半ばです。即ち、多くの人々にとってはwelfare（豊かさ）全般の公平な分配が否定されているからです。これまで述べてきた特定の政策勧告に加えて、更に根本的な長期にわたる対応が必要となります。このためには、想像力豊かな将来ビジョンを持ち、創造的な新しい方法でeconomic arrangements（経済の諸装置）を形成しなければなりません。この様な状況の下、私たち米国カトリック司教団は、将来ビジョンの若干の要素、および、幾つかのInnovations in economic structures（経済構造におけるinnovation）を提案し、この将来ビジョンの実現に貢献したいと思います。
296 アメリカの社会実験という未完成の事業を完成させるには、その日々の仕事が米国の繁栄と正義を生み出している人々による、新たな形態のcooperation（協業）およびpartnershipが要請されるでしょう。米国は、イニシアチブを持った競争の精神とチーム・ワークの精神とのいずれをも自国の誇りとしています。しかし今日ではpartnershipとチーム・ワークの更に偉大な精神が必要とされているのです。競争だけでは十分ではありません。競争は家庭生活、経済的に脆弱な人々、そして環境などに、あまりにも多くの悪い結果をもたらしています。共通善（Common Good)への万人の新たな決意を込めた取り組みによってのみ、国際的な相互依存と国内の経済的ひずみの現実に、創造的に立ち向かうことができるのです。善良な市民としてのvirtues（人間一人一人が持つ霊性の果実、即ち、信仰、希望、愛など、日本語で言えば「徳」のようなもの）は、実際にcommonwealth（社会の富）に参加して、その中で、義務のみならず権利をも持つというハッキリとした意識づけによって生まれます。国の経済的健全さ（economic health)は、その国の全ての人々が持つvirtuesの、commonwealth（社会の富）参加によるこの様な強化と、これらのvirtuesを支える制度上の仕組み（institutional arrangement）の発展が叶ったとき初めて実現されます。
297 かつて米国建国の父たちは、政治における万人の権利・自由を保障するために、participation（政治参加）、mutual accountability（相互の発信責任）、そして、widely distributed power（広範に分配された権力）、これらからなる仕組みをつくり出すことに思い切りよく歩み出しました。今回は、経済分野において同様な試み、すなわち、economic participation（経済への資本参加）を拡大し、broaden the sharing of economic power（経済権力を広範囲に分散し）、そして、経済的意志決定が共通善（Common Good)のために更にaccountability（発信責任）あるものになる、その様な試みが必要であると私たちは信じます。前述したように、Subsidiarity（補完性原理）は、経済正義の追求が社会の全てのレベルで生じなければならないと言明しています。家族のように小さい共同体でも、地球社会のように大きい共同体でも、そして、それらの間のあらゆるレベルにおいても、早急な取り組みが必要となります。重要なのは、これら多くのグループがcooperative participation（協力して資本参加）をし、この様な未来を作っていくことです。それには幾つか方法がありますし、また、単独のInnovationで全ての問題を解決できるわけではありません。そうではなくて、私たち米国カトリック司教団は経済正義実現に向けて、Partnershipを増やし、相互のaccountability（発信責任）を強化するための、有望で可能性があると考えられる実験を、幾つか慎重に行うことを勧告します。
「A, Cooperation within Firms and Industries（産業間・企業間での協業）」298～306
298　新たな実験によって経済生活に民主主義の理想を実現しようとするには、まず、個々の企業・産業で働く人々の間でnew patterns of partnershipを発展させる方法を真剣に探求することが必要です。全てのbusiness（事業）、すなわち最小規模から最大規模の事業、農場や牧場まで含むどんな事業においても、その成功は、様々な人々やグループに依存しています。つまり、労働者、経営者、所有者または持分所有者、サプライヤー、顧客、債権者、当該地域のcommunity、そしてより広範な社会に、事業の成功は依存しています。また、各人各組織がenterpriseにcontribute
 しているし、そのenterpriseが繁栄するのか衰退するのかに関して各人各組織が利害関係を持っています。しかしながら、現在のstructures of accountability（発信責任の諸構造）では、これらのcontributionsの全てをacknowledge（肯定的に認めること）しているわけではありませんし、これらの利害関係を保護することもありません。私達は現在、経済に関して大きな難題（challenge）を突きつけられています。その難題とは、accountabilityに関し制度上の新メカニズムを開発し、急速に変化するビジネス環境に迅速に対応するために必要なflexibility（柔軟性）を失わないようにすることです。
*****以下、割愛。以降の第4章の見出しだけ挙げると：
「B, Local and Regional Cooperation（地方および地域的な協業）」307～311

「C, partnership in the Development of National Policies（国の政策を発展させるためのPartnership）」312～321

「D, Cooperation at the International Level（国際レベルでの協業）」322～325

この文書が出た1986年の米国と言えば、80年代初めにどん底経済を経験した直後だ。そんな中、共和党レーガン政権が新自由主義経済で経済再生を果たそうと躍起になっていた頃だ。
少し今のニッポン2013年と似ている。失われた二十年で経済はどん底。そんな中、自由民主党の安倍晋三政権が、やはり新自由主義的な政策で経済再生を模索している。即効性のある金融経済政策は打てるが、肝心の有効な実体経済政策を出せないでいる。
日米で違うのは、米国では結局は経済再生を果たせなかった共和党レーガン政権・パパブッシュ政権の表舞台組の影で、着々と、カトリック勢力や民主党勢力が、「経済の民主化」つまりpartnership経済での経済再生という「代替案」「対抗馬」を必死になって研究し、それを試すチャンスが訪れるのをジーッと、しかし着実な希望をもって「積極的な待機」をしていたことだ。　...残念ながら、今の日本にはその様な動きは見当たらない。
果たして日本人に、298段落の最後に述べられた「accountabilityに関し制度上の新メカニズムを開発し、急速に変化するビジネス環境に迅速に対応するために必要なflexibility（柔軟性）を失わないようにすること」は出来るのだろうか？
私には分からない。私に出来ることは、partnership論研究を淡々と続けていくことだけだ。

今週は以上。来週も乞うご期待。

� 経済民主主義（Economic Democracy）とはWikipediaによれば、「決定権の所在をcorporate持分所有者から、広範囲のpublic stakeholderに移すべき」と考える社会経済哲学だ。広範囲のpublic stakeholderとしては例えば、workers, customers, suppliers, neighbors and the broader publicが含まれる。


� 経済民主化（democratization of economy）。Samuel P. Huntington著『第三の波―20世紀後半の民主化』によれば、「キリスト教、とくにカトリック教会あるいはカトリック系の様々なグループ」によって民主化とくに経済民主化が、1974年から1990年にわたって、南欧州（スペイン、ポルトガル）から南米（ブラジル、チリ）、東欧州（ポーランド）,東アジア（フィリピン、部分的だが韓国）などにもたらされた。この動きをHuntingtonは「第三の波」と呼んでいる。ちなみに「第一の波」は18世紀終盤の米仏の民主化、「第二の波」は第二次世界大戦後のアデナウアー（カトリック教徒）政権による西ドイツの民主化だ。


� 参経権（economic suffrage）。Webを調べてみると� HYPERLINK "http://www.organizedrage.com/2010/08/peter-tatchell-urges-new-economic.html" \l "!/2010/08/peter-tatchell-urges-new-economic.html" \t "_blank" ��コレ�など幾つか似た考え方を持つ人がいるようだ。ただ、税制を絡めた議論にはまだ至っていないようだ。


� contributionとは何らかのdistributionが還ってくることを期待した行為。無償の行為ではない。
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